
障害がある方の住まいの確保に関するアンケート結果 

回答期間 令和６年９月１日 ～ １０月３０日 

対象者   相談支援事業所、基幹相談支援センター、医療機関、障害者施設、市町村等 

回答数   １１６ 
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18 住宅を探す際に相談した機関がありましたらご記入ください 

不動産会社 12 

市町村 11 

基幹相談支援センター 10 

山梨県住宅供給公社 6 

障害福祉サービス事業所 3 

その他 11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22%

21%

19%

11%

6%

21%

不動産会社 市町村

基幹相談支援センター 山梨県住宅供給公社

障害福祉サービス事業所 その他



 

19 障害のある方が住居を確保するために提案できることや、こうなると良いと思われることがあれ
ばご記入ください（自由記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
障害者の住居確保に関する専門の相談窓口 

・住まいに関する専門的な相談窓口があると良い 

・市町村で取り組んでいる空き家バンクなどに必要な情報を盛り込んでもらいたい 

・関係機関と必要な情報を共有し、連携して適宜窓口に繋げるための対応フローがあると良い 

 

不動産会社スタッフ・地域住民への障害理解 

・地域住民や大家、不動産会社への障害理解や意見交換の場 

・障害があっても福祉サービスを利用しながら自立して暮らしていることを知ってもらう広報 

 

不動産の情報のウェブ等での発信 

・障害のある方でも入居可能な物件情報がウェブ上にあるといいと思う 

・事業所のエリア内に居住が確保できそうな公営住宅などの実情の情報共有 

・地域で障害に理解がある物件情報が一元化されていると支援しやすい 

 

保証人に関するサービス 

・保証人や連絡先が無い人の相談機関 

・保証人や身元引き受けについて、厚い支援体制で代替するなど柔軟な対応をお願いしたい 

 

公営住宅の入居条件緩和・手続きの簡略化 

・公営住宅の入居要件の緩和（単身・障害種別等）、入居審査や手続きの簡略化 

 

行政と不動産関係機関の連携 

・住まい探しが必要な時に相談しやすいように地域の不動産業者とのネットワークづくり 

 

その他 

・地域に住む障がいがある方には計画相談がついており、想定がない 

・社協の貸付が利用しやすくなると良い 

・シルバーハウジングのような、障害の方の見守りが可能な公営団地などが欲しい 
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